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この問題についていくつかの切り口から考えてみたいと思います。
知的障害者の高齢化の実態
わが国では65歳以上の人を高齢者と呼んでいます。統計的なことで言うと国全体では人口の約25％以上、3000万人以上が高齢者ということになります。では65歳以上の知的障がい者がどのくらいいるのでしょうか。実はそれがはっきりしません。知的障がい者福祉法（旧精神薄弱者福祉法）が制定されて本格的に知的障がい者の福祉が始まったのが1960年ですので、65歳以上の人では療育手帳を取らなかった人が一定数いると思われます。そこで推計という事になるのですが 少なく見積もっても5万人以上は確実にいて知的障がい者の９％、7万人くらいではないかとも言われています。かつては知的障がい者は長生きしないものとされてきましたが、国全体の急速な高齢化の中で、知的障がい者の高齢化も確実に進んでいます。また、老化が早いという事もあり、知的障がい者の場合は50歳以上は高齢化問題が出現すると考えた方が良いと思われます。
知的障がい者固有の問題
誰しも加齢に伴なって心身の機能は衰えていきます。私たちが加齢を具体的に意識するのは健康診断の結果を見て、あるいは病気で入院をした時等が考えられますが認知機能に障がいがある知的障がい者が老化をどこまで意識して日常生活を送ることができるかと言うと難しい点がたくさんあると思います。重度の知的障がいになればなおさらでしょう。もう一つ、知的障がい者の問題は40歳以上の人でもそのほとんどが親と同居している点で、つまり親が平均寿命に近くなっても子どもの世話をせざるを得ない現状が挙げられます。
親亡き後のお金の問題
この問題は最近いろいろな研修会で取り上げられるようになりました。グループホームで生活すると仮定した場合、障害基礎年金２級と全国平均工賃（15,000円）、家賃の補助等を合わせると、毎月3万円くらいの不足と成ります。40歳（親亡き後）から80歳（平均寿命）までと仮定すると大雑把に言って約1,500万円の積み立てが必要となります。生命保険の受取人を本人にしてそれを信託として毎月少しずつ本人にわたるようにする方法もあります。また、最後の砦として生活保護もあります。生活保護を受給するにはいろいろな要件がありますが、生活扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助等があり、生活する上で足りない分を受給することも考えられます。これらお金の準備につきましては紙幅の関係もありますので改めてお話しする機会を持つことができればと思います。悲観的にならず実現可能で、家族・本人に合った一番良い方法を早めに準備されることをお勧めします。
私が考える一番必要な備えとは
いくつかの切り口から述べてきましたが、私が考える一番必要な備えは、本人のことをよく知っている人を兄弟姉妹、親せき以外にもたくさん作っておく事。またいろいろな機関に繋がっておくことではないかと思います。福祉を必要としている人がいてそれを何もせずに放置する社会はあってはならないのです。出来うる限りの備えをしてあとは社会にお願いするそうした健全な社会を維持しまた作っていかなければなりません。手前味噌になりますが皆さんが育成会に繋がって知的障がい者全体の幸せを作っていく活動に積極的に参加し、推進されていくことをお願いしたいと思います。
[bookmark: _GoBack]知的障がい者の高齢化の問題はここ10年位で急速にクローズアップされてきました。知的障がい特有の認知機能の衰えの問題などはまだまだ十分な研究がなされていません。今後も高齢化問題を一緒に考えて行けたらと思います。
